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はじめに

科学技術創造立国を目指す我が国においては、研究開発投資を経済価値に結び
つけるイノベーションが極めて重要である。研究開発戦略センターでは、我が
国およびJSTの研究開発戦略においてイノベーションを誘発するファンディン
グシステムを如何に構築するかについて検討を進めてきた。平成16年度は、
横断プロジェクトとして「Innovationを誘発するファンディングシステム」グ
ループを立ち上げ、Innovationの定義およびモデル、我が国でイノベーション
を阻害している要因、既存の施策における問題点などについて基礎的な検討を
行った。本報告書は検討結果の要約である。さらに、地域イノベーションの実
態調査のため、関西地区を訪問した記録を付録とした。
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上記二つのアウトプットを目標として活動をおこなうが、今回の報告では「望
ましいファンディングシステムの検討｣が主体である。これをフェーズ１と位
置づけ、「日本のNational Innovation Systemに対する提言」についてはフェー
ズ２として今後進めていく予定である。またフェーズ２ではフェーズ１で十分
検討できなかったいくつかの項目についても検討を深める予定である。
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SchumpeterはInnovationによる「創造的破壊」こそが資本主義の本質であ
ると述べている（1942）。1930年代後半から1940年代初頭は世界不況が長
引き、資本主義に対する批判が強まっていた。そのなかでSchumpeterは、
Innovationにより新しいものや方法を生み続け自己変革を続けるプロセスが資
本主義の本質であると提唱した。

Harvard大Kennedy校のBranscomb教授は、上記の定義とは別に“New product, 
process, service or business model which has been successfully introduced 
to a market”という言い方もしている。必ずしも従来にはなかった市場を開
拓したということでなくても、更にいえば新しい科学技術によらないもの（例
えばeBay, Amazon.com）でもInnovationと呼んで差し支えない。
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基礎研究によって発明が起こっても、それを市場に投入して成功を収めるまで
には多くの困難がありそこまでたどり着くのは容易なことではない。これを米
国カリフォルニア州とネバダ州にまたがる砂漠地帯になぞらえて「死の谷」と
呼ぶことがある。この言葉が最初に使われたのがいつ、誰によってかを調べて
みたが、必ずしも明確な答えは得られていない。Branscomb教授によると、
文献をさかのぼってみると1968年まではさかのぼれるが、それもこの言葉が
引用された文献であり、最初のケースではないとのことである。「死の谷」に
ついては図中に示されている米国のVernon J. Ehlers議員の名前をよく目にす
るが最初の提唱者ではない。

参考：Ehlers, R-Grand Rapids, is a Ph. D. nuclear physicist and former college  
professor who serves as chairman of the House Science Committee's 
Subcommittee on Environment, Technology and Standards. He also 
previously served as a science advisor to Congressman and President 
Gerald R. Ford.
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Branscomb教授によると、「死の谷」という表現は生命の存在しない不毛の
土地を連想させるが、発明からInnovationまでの間には実際は多くのプレイ
ヤーによる生存競争が繰り広げられているので「ダーウィンの海」という表
現の方が適切である。この言葉はBranscomb教授とPhilip E. Auerswald
助教授（Assistant Professor at the School of Public Policy, George Mason 
University, and an Adjunct Lecturer and Assistant Director of the Science, 
Technology, and Public Policy Program at the Kennedy School of 
Government, Harvard University）とが最初に用いた。
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ESTDはEarly Stage Technology Developmentのことで、R&Dプロセスを4つ
の段階（基礎研究、コンセプト・発明、ESTD、製品開発）に分ければ3番目
の段階である。ダーウィンの海はこのESTDに相当する。

「死の谷」は発明から新ビジネス立ち上げまでの間の障壁、「ダーウィン
の海」は一旦立ち上がった新ビジネスが確かなものになるまでの障壁と
いう区別をして、「死の谷」と「ダーウィンの海」を並べる見解もあるが
（Charles Wessner, Director, Innovation and Technology, National Research 
Council）、Branscomb教授によるとそれは間違った意見であり、「死の谷」と
「ダーウィンの海」とは同じ概念とのことである。
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Innovationを技術と市場の軸による「四象限モデル」で分類できる（Abernathy 
& Clark, 1985）。

・Radical  Innovation：新技術で新市場を創出したケース。例としては飛行機、
コンピュータなどの画期的なもの。Architectural Innovationともいう。
・Market Discontinuity：市場は従来から存在していたが新技術で新しい展開
をもたらしたケース。 “Market Discontinuity”という言葉はのみこみにくい
が、新技術で従来市場に不連続的な変化を与えたという意味で用いている。た
とえば従来品と比べて同じ値段だが２倍長持ちする電球ができたとすればこの
分類に入る。デジカメなどもこの分類か。ただデジカメは単に光学カメラを置
き換えただけでなく、PCやTVとつながって新しい市場を拓いたのでRadical 
Innovationに分類するべきかもしれない。
・Leverage Base：従来技術を使って新市場を創出したケース。IBMはすでに
所有していたコンピュータ技術を用いてPCという全く新しい市場を創出した。
PCで使われている技術はそれまで大型機に使われていた技術をむしろ簡略化
したものである。
・Evolutionary：既存技術の改良により既存市場を拡大するケース。Regular 
Innovationともいう。この象限は厳密には通常の「改善」でありInnovationに
は入らないとする説もある。

本プロジェクトでは主としてRadical Innovationを対象に検討する。
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ある製品が誕生すると、次第にその製品群の支配的デザインが確立し、やがて
成熟段階を迎える。成熟期には、プロセスイノベーションをめぐる企業間競争
が活発化し、生産性は向上する。しかしながら、成熟期に於いて激しい価格競
争におかれると、収益が悪化する事になり、場合によっては事業からの撤退を
強いられる場合もある。企業はイノベーションを連続的に生み出していくため
の組織的な努力に力を注ぐようになったのである。

こうした努力の一つとして、イノベーションの中心的担い手である企業は、政
府、大学等との間で、知識をはじめとする諸資源のフローを伴うインタラク
ション（相互作用）を形成するようになる。このインタラクションが行われる
諸制度のネットワークを一国における有機的なシステムとしてとらえる場合、
このシステムを、「ナショナル・イノベーションシステム（NIS）」と言う。こ
のNISの概念は、1980年代後半にC・フリーマン、R・R・ネルソンらによっ
て提唱された。

フリーマンは、NISを「新しい技術の開発、導入、普及に関連する私的・公的
セクターのネットワーク」と定義している。
Christopher Freeman: “Technology Policy and Economic Performance: 
Lessons from Japan”, Pinter Publishers, 1987.
（邦訳 クリストファー・フリーマン：『技術政策と経済パフォーマンス―日本
の教訓』大野喜久之輔　監訳，晃洋書房，1989）この概念は、イノベーショ
ン研究者のみならず、次第にOECD各国の科学技術政策担当者の注目を集める
ようになった。
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その背景には、イノベーションの促進を目的とする科学技術政策の立案におい
ては、経済、雇用、教育などにかかわる多様な政策との整合性に配慮しなけれ
ばならないという認識の高まりがあった。これは、前提として、イノベーショ
ンプロセスを諸要素の単なる集合には還元できない全体性をもったシステムと
して把握する視点が要請されたからである。

本図は、様々なプレーヤーが「知識」リソースのフローを介して、重層的に関
わりあうナショナル・イノベーション・システムモデルを記述したものである。
中央には、イノベーションの各プロセスが配置されている。

イノベーションは、「社会のニーズ」「市民の欲求／要望」からニーズの「本質」
を仮説設定し、これを開発しようとする製品のコンセプトに高める事から開始
される。もちろん、生活者としての「研究者の夢」や、企業トップのビジョン
などもこの「コンセプト創造」のドライビングフォースになる。
この段階で重要な役割を演ずるのは、イノベーターである。

イノベーターは、市民や研究者、あるいはインベンター、企業経営者とインタ
ラクションを持ちながら、市場あるいは市民の形成したニーズに対する暗黙的
知識を感じとり、その本質を捉え、あるいは仮説設定し、さらに開発しようと
する製品のコンセプトを創造する重要なプレーヤーである。もちろん「コンセ
プト創造」において、技術者とのインタラクションもあるが、図においては煩
雑を避ける上から省略した。

イノベーターの「コンセプト創造」における知識創造は、「自然に内在してい
る普遍的原理」すなわち法則に基づいて築かれた知識である「科学知識・学問
知」と、世界観、規範、価値観、インセンティブ、メリット等の動因に基づく
メタ原理によりコンテクストが捉えられる「市場知」を関係づけ構造化し新た
な形式知を築くものであるとモデル化できよう。

コンセプトが創造されたならば、たとえば、企業内においては企画会議にて了
承を得るなどの関門を経て、コンセプトを製品の中で実現する「開発」に移行
する事になる。
科学的な知識創造やそれに基づいた発明が起こっても、良い製品コンセプトを
打ち出すことができなければ、「開発」へ移行できない。また、「開発」に際しては、
総合的な科学技術知識やマネージメントが必要であり、コンセプトを実現し、
製品化する事は困難を伴う。これは、8ページの「ダーウィンの海」に相当し、
図上、「コンセプト創造」から「開発」に示した。

「開発」における主要なプレーヤーは技術者である。技術者は問題解決にあたり、
「学問知」のなかから必要な科学技術知識を受け取り、これを遂行する。
逆に、問題解決の課題は、新たな科学の課題になる場合もあり、開発セクター
とサイエンスセクターの間では活発な知のインタラクションが形成される。
また、開発の遂行にあたっては、形式知化された技術ばかりでなく、ノウハウ
や経験など、産業界に蓄積された「産業知」や、開発投資をどれくらい見積も
りどう調達するかという組織内外に関わらず投資家のもつ「知」、プロジェク
トマネジメントに関して時として「コンサルタント」の「知」がこれを支える。
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開発が成功すると「生産」「販売」を経て、製品が市場に投入される。生産設
備投資、販売網の構築など、投資が求められることも多く、投資家の「知」が
求められる。一方、図示はしていないが、生産技術に関して、科学的な知識が
本質的に必要な場合もあり、サイエンスセクターとの知の交流も見過ごすこと
はできない。

以上のイノベーションプロセスは、アカデミック、ビジネス、パブリックセク
ターの「知」を取り入れて新たな価値創造を行ない、これを市場／社会にて具
体的な価値へ変換するプロセスであると捉えられる。一方で、これらプロセス
全体の駆動力としてイノベーションへ向けて新たな価値を創造するアントレプ
レナーシップの存在は重要である。イノベーションのきっかけとしての市民の
欲求や、社会ニーズ、科学リテラシー、教育行政など総合的な社会政策が寄与
することも示唆される。
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イノベーションがどの様なきっかけで生み出されたかと言うことについて、分
類するとこのシートのように分類される。
大別すると、テクノロジープッシュ、マーケットプルの二通りになる。
テクノロジープッシュ型のイノベーション成功例は、意外に少ない。テクノロ
ジープッシュの考え方でイノベーションプロセスモデルを組み立てると、リニ
アモデルになるが、結局リニアモデルで説明されるイノベーションは数少ない
と言える。

マーケットプル型のイノベーションの成功例は、それを捜すに労を要さない。
この事実から、イノベーションプロセスモデルを組み立てると、イノベーショ
ンが、まず「市場の洞察」から開始され、シーズ側のコンテクストと相互に作
用しながら進行するというインタラクションモデルが提案されている。

その他、ビジョンプルと呼ぶべきタイプもあり、強い信念を持ったビジョナリー
（先見の明のある人）によりドライブされたイノベーションである。
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イノベーションの阻害要因

現状において、イノベーションに対していくつかの阻害要因が存在すると想定
される。外部環境、研究環境、研究開発戦略、市場環境など様々な環境から生
じる阻害要因を、イノベーションのサイクルの中に位置づけたのがこの図であ
る。イノベーションプロセス各段階に阻害要因が存在し、特に研究段階では、
様々な場面において阻害要因が存在すると考えられる。これらの阻害要因につ
いては、何がイノベーションを誘引すると考えるかによって見解が異なる面は
あるものの、イノベーションの各段階に渡る阻害要因の一例である。
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イノベーションの阻害要因を考えた場合、プロセスモデルの各ステップに対応
する阻害要因が考えられる。しかし、ラディカルイノベーションに限定して考
えた場合、特有の阻害要因（そのほかのイノベーションとは重複しない要因）
は非常に限定される。なお、ここでラディカルイノベーションとは、既存の技
術の延長ではなく、まったく新しい市場を創出するケースである。

ラディカルイノベーションの最大の特徴は、阻害要因は主にプロセスの前半の、
開発にいたるまでのステップに存在することである。開発段階に到達して以降
は、通常のイノベーションと同様の阻害要因が存在するのみである。また、ラ
ディカルイノベーションの場合、通常のイノベーション以上に、研究者の側に
高いモチベーションが求められるが、阻害要因とはいえないのでここでは省略
する。

まず、問題になるのは、設備面･資金面の問題である。ラディカルイノベーショ
ンでは、研究段階では必ずしも実用化を視野に入れているとは言えないが、一
方で、先端的な研究においては実験施設・測定施設等が必要であり、資金面の
問題が発生しうる。

また、ラディカルイノベーションにつながる研究は、初期段階では非常に革新
的であり、また既存の学問体系にもフィットしにくいことから、指導教官・上
司･同僚等周囲から十分な理解を得られないことが考えられる。また、研究者
自身も研究経過・成果を周囲と共有化する努力を怠ると、研究の継続に対する
阻害要因となりうる。これらのことは、研究を長期間継続できないという、研
究環境の阻害要因につながる。
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研究側に存在する阻害要因のほかに、プロセスを駆動させるマネージメント側
（一般にアントレプレナーシップ）にも阻害要因が存在する。仮説設定からコ
ンセプト創造にわたる部分での、イノベーションを意識した研究戦略の欠如や、
全体を通しての明確なビジョンの欠如などである。なお、明確なビジョンの欠
如は、研究者側にも存在する問題である。ラディカルイノベーションにつなが
る革新的な研究の場合、研究者自身が実用化など先のプロセスを含んだビジョ
ンを描くことは難しい。

開発ステップに進む段階での阻害要因は、革新的な研究を実用可能な技術とし
て発掘することが困難な点である。研究者側にイノベーションの意識が不足し
ている場合、開発側の人材がイノベーションの観点から成果を発掘する必要が
ある。ラディカルイノベーションによって創出される新しい市場まで考えて、
研究成果の実用化を進められる人材が必要である。また、新しい技術が従来の
規制等によって受ける影響についても、開発前段階まで意識しにくい問題であ
り、阻害要因となりうる。
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近年、科学技術予算は高い伸びが維持されている。実際、科学技術振興調整
費は1996年度を100とすると2004年度は約170である。科学技術基本計画第一
期17兆円、第二期24兆円という科学技術予算の執行によって研究開発投資が
活発になされたからである。このような資金の投入は、新たな科学技術知識を
増加させるが、さらに産業技術の向上を導出し、産業振興を誘導するには、
Academicセクターから産業界へ、知識資産を速やかに移行させることが必要
であるとして、様々な施策が施行されている。

これらの政策を図にまとめたが、政策意図が我が国におけるイノベーションシ
ステム概念図におけるどの相互作用やフロー、アクターの行為を促しているか
ということがイメージできるように配置した。

Academicセクターにおいて「知の活用」を目指した「知の創造」や「知」の
円滑な移転に関する政策は文部科学省に、移転された「知」を有効活用して産
業技術へ発展させ事業化を促す政策は、経済産業省により策定されている。イ
ノベーション・プロセスの開始段階から完成までの各段階（フェイズ）におい
て、比較的上流は文部科学省関連、下流は経済産業省関連の施策に分かれてお
り、省のミッションを反映しているが、イノベーション・プロセスの様に、多
岐にわたるインタラクションがそのパフォーマンスを決定づける場合には、省
庁別分担が弊害になり、肝心なインタラクションを強化する政策が企画・実行
されないない可能性もあり、注意を要する。ナショナル・イノベーション・シ
ステムのモデル図は、このような弊害を防止するためにも有効である。

また、イノベーション・プロセスを駆動し、イノベーションを完成させるには、
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アントレプレナーシップを持った「人」が必要である事は13ページで述べたが、
このような「人」を養成するアントレプレナー教育施策の要請も示唆されよう。
さらに、イノベーションのきっかけが生活者としての市民の要望・欲求、科学
リテラシーに依存するならば、未来社会の有り様を議論し、対応した価値観を
醸成するような政策の策定も課題になるのではなかろうか。特に、地球規模的
な環境保全やエネルギー確保の観点から、社会科学的視点も加えて、総合的な
物の見方を有した市民社会の形成を促す政策が要請されよう。
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米国のイノベーション施策を取り上げ、対応する日本の施策との比較を行った。
SBIR制度は日米でかなり異なる。米国SBIRは既存の指定助成制度の予算の一
定割合を中小企業向けに留保する制度であり、一方、中小企業技術革新制度（日
本版SBIR）は既存の指定助成制度を経て事業化を行う者に対し、融資等にお
いて優遇するという制度である。
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ATP（Advanced Technology Program）は商用化率が非常に高いが、商業化
直前のものに助成しているという批判がある。産業技術実用化開発助成事業で
「R&D型ベンチャー」「コンソーシアム」は若い中小企業を対象とし、「民間企業」
は企業規模を制限していないが大企業が多い傾向がみられる。

プレベンチャー事業の起業化率はかなり高くその有効性は評価されているが、
事業としての評価（成功したかどうかなど）はこれからである。現時点ではラ
ディカルイノベーションに相当するものがない、あるいは、市場が小さいもの
が多いなどの意見がある。平成16年度から制度が一部変更されたため（規模
の縮小など）、今後の成果が注目される。
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ここでは、NIS（ナショナル・イノベーション・システム）の一部である、地
域イノベーションシステム形成をめざした施策（事業）についてまとめる。

IT系の新産業創出には、近年の米国シリコンバレーの台頭にみられるように、
多様な組織のインタラクションが本質的に寄与している場合が少なくない。そ
こでは、このインタラクションによってイノベーションのきっかけとなる知の
創造が加速されるとともに、資金を提供する投資家、エンジェルなどが事業化
を支援するからである。

知的クラスタ創成事業、産業クラスター計画、地域コンソーシアムは、産官学
連携にもとづいてインタラクションを活発にして新産業の創出を図ろうとする
施策である。
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ここでは、「知的クラスター創成事業」を紹介する。
この事業は、「大学等を核として関連研究機関や研究開発型企業等による国際
的な競争力のある技術革新のための集積の創成を目指す」ものであり、15地
域（13クラスター）および、3試行地域からなる。
一地域あたり、年間5億円（試行地域は1億円）の予算である。

この事業においては、自治体が主体的に事業計画を策定し、大学等を核とした
産学連携体制、各種産学官連携事業の集中的な展開、自治体の指定する中核財
団等を事業の実施主体として補助することが特徴である。

具体的な活動内容は、
⑴事業実施の司令塔となる「知的クラスター本部」の設置（本部長、事業総括、
研究統括事業実施の司令塔となる「知的クラスター本部」の設置（本部長、事
業総括、研究統括等の配置） 括等の配置）
⑵大学共同研究センター等を核とした産学官共同研究の実施
⑶専門性を重視した科学技術コーディネータ（目利き）や「弁理士」等のアド
バイザー等の配置 の配置
⑷研究成果の特許化及び育成のための研究開発の促進
⑸研究成果発表等のためのフォーラム等の開催等
である。
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2004年3月、文部科学省　科学技術政策研究所から報告書「地域イノベーショ
ンの成功要因および促進政策に関する調査研究 －「持続性」ある日本型クラス
ター形成・展開論－（Policy Study No.9）」が出版されている。その中で、大
学等の「知」の創出に基づいた連鎖的イノベーション・システムの構築に成功
した欧米の地域クラスターの先進事例をふまえ、日本の社会・文化システムと
の整合性を意識しつつ検討分析された、国内各地における日本型クラスター形
成のための成功要因と促進政策が述べられている。
そこで述べられている日本的な成功要素は、
形成要素として
　　 1．知的集積があるか
　　 2．世界に通用するハイテク技術があるか
　　 3．地域に根ざした地場産業・技術があるか
　　 4．核となる中堅企業があるか
　　 5．核となるベンチャー企業があるか
　　 6．経済的危機感をもっているか
促進要素として
　　 7．地方自治体等がクラスター形成に主体的にとりくんでいるか
　　 8．支援インフラが整っているか
　　 9．大学・研究所と地域産業界との研究開発の連携が図られているか
　　10．地域を牽引する核となるリーダーがいるか
　　11．世界市場アクセスを目指して大企業と連携しているか
　　12．他の地域クラスターと連携・競争しているか
アウトプット要素として
　　13．ベンチャー企業群が生まれ始めているか
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　　14．地域や国内で注目されだしているか
　　15．他のクラスターから企業や人材の流入があるか
である。

上記報告書では、クラスター候補に対して要素分析をしているが、
札幌ITカロッツェリアクラスター創生事業では、上記要素5が優位であり、今後、
道内外の大企業との連携により上記要素11を満足できるならば持続性あるク
ラスターとして発展するものと思われる。
同様に、香川希少糖バイオクラスター創成事業では、希少糖の大量生産技術が
世界的であり、上記要素2を満足している。また、香川県も県を挙げての「糖
質クラスター構想」を推進しており、上記要素7も満足している。今後、ベン
チャーの出現、周辺地域のライフサイエンス系大手企業との連携が行われれば
要素5，11を満たすようになり、今後の発展が期待される。

しかしながら、研究費や施設整備費などの補助金をもらう事が目的化していた
場合や、クラスター形成事業を単なる研究プロジェクトの実施であると混同し
ている場合などは、クラスター形成はおぼつかない。

これら事業の評価についても報告書が提出されている。

（NISTEP REPORT No.78：基本計画の達成効果の評価のための調査：主要な
産学官連携・地域イノベーション振興の達成効果および問題点）（DISCUSSION 
PAPER No.29 ：地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研
究 － 欧米の先進クラスター事例と日本の地域クラスター比較を通して － ）

これらの調査結果では、地域クラスターの成功要因は、知的集積・世界的技術、
地場産業･技術、核となるベンチャー企業、経済的危機感であると結論づけら
れている。
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イノベーションは企業内でも起こっており、これまで日本では企業がイノベー
ションの中心であったと考えられている。一方、米国では企業だけでなくシ
リコンバレーなど特定の地域でイノベーションが誘発される成功事例が見られ
る。

ここでは、企業内のイノベーションではなく大学等の研究成果を始点とするイ
ノベーション（開放型）の問題点を検討した。イノベーションを誘発する開放
的なシステムを一つの企業体として考えると、Locationはイノベーションを誘
発する資源を蓄積するストック、個々の研究開発を推進する制度は事業実施の
フローに相当すると考えられる。企業内でイノベーションが起こる場合、アン
トレプレナーシップを持つ人材が企業内にストックされた資源（人材、資金、
技術など）を活用し、個々の事業を推進する。

一方、開放型システムでは資源は地域に何らかの形（専門家、キャピタル、企
業など）でストックされており、アントレプレナーシップを持つ人材はこれら
の資源とは通常別個に存在する。従って、この両者を有機的に結合するシステ
ムが存在しなければ、イノベーションが誘発される確率は非常に低くなると考
えられる。企業内では両者は独自の研究開発システムによって評価され結びつ
けられるが、国の制度は通常一般的なモデルで構築されたり、必要とされる要
素が細切れに存在している。従って、イノベーションを誘発するための自律的
なシステムのモデルを構築することが重要である。また、開放型のシステムで
は両者を結びつける際に市場が重要な役割を果たすと考えられるが、有効な評
価システムがない。
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助成制度のカバー範囲で言えば、Darwinian Seaの克服のためほぼ全ての
フェーズを一応カバーするように多くの助成制度が整えられている。しかし問
題点としては各制度間のインターフェースが必ずしもスムーズでなく、制度の
利用者にとってシームレスにつながっていないため使いやすいものではない点
が挙げられる。
特に文部科学省系制度と経済産業省系制度のコミュニケーションが希薄（例：
JST戦略的創造研究推進事業とNEDO産業技術実用化開発助成事業）ではない
かと考えられる。
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これまでの検討の結果、Innovationのためのファンディング制度としてはすで
に多くのものが整備されているがそれらの有機的かつシームレスな連携にはな
お改善の余地があること、またInnovation誘発のためにファンディングは必要
な要件ではあるがそれのみで十分というわけではなく、知的集積・法律や知財
に関するノウハウ、ヒューマンネットワークなどの諸条件が揃っていることが
必要であることが明らかになった。世界で最もInnovationが起きやすいといわ
れているSilicon Valleyはこのような要素をすべて備えている。

このような観点からここでは“Virtual Silicon Valley”システムの構築を提案
したい。
①　国全体として一貫したコンセプトのもとにファンディング制度のシーム
レスな連携を目指すべきである。現在実施されているファンディング制度の
役割を明確化し、相互の継続性を考慮した横断的連携をはかるべきである。た
だし「シームレス」という言葉の定義は全てを一つの助成制度でカバーする
という意味ではなく、いくつかの制度を利用者の必要に応じて柔軟に使って
Darwinian Seaを渡りきれるようにすることである。むしろ単一の大きな助成
制度よりは、各利用者の異なるニーズに合わせていくつかの制度をフレキシブ
ルに使い分けられる方が望ましいと考えられる。

②　イノベーションの誘発のためには、ファンディングは勿論重要な要素では
あるがそれのみでは不十分であり、高度な先端技術の蓄積、法律や知財の専門
家、国内及び海外の優秀な研究者のネットワークなどの要素が必要である。こ
れらを有機的に連携させるとともにファンディングと組み合わせてワンストッ
プで提供できることが重要である。これにより実質的にSilicon Valleyに近い
条件が実現できるのではないか。
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しかし“Virtual Silicon Valley”を実現するには検討すべき課題が多い。たと
えば以下のような項目について具体的な検討が必要である。
・府省連携：文科省・経産省・総務省その他多数の省がファンディング制度を
持っている。それぞれの目的や経緯があり連携を取るには困難が予想される。
実現可能な仕組みを考えるべきである。

・マーケティング機能：技術開発やプロトタイプ製作までは国の支援を比較的
行いやすいが、Innovationの重要な要素であるマーケティングに対して国がど
のような支援をすべきか、あるいはできるかを検討する必要がある。
・教育：Innovationのためにはやはり人材がキーポイントであり、これをどう
教育し育成するかが重要である。
・プレイヤー：Innovationのプロセスには多くのプレイヤーが関与する。その
人たちが高いモチベーションを維持するにはどうすればよいか検討する必要が
ある。イノベーションの起点となる研究者に対しては思考に求心性を持たせる
明確なビジョンを与えることが大事である。そのためには必要最低限の管理の
もと自由に発想することのできる環境つくりが重要である。また、異なる分
野の研究者が相互に刺激的に交流できる雰囲気を維持することも不可欠であろ
う。
・コーディネータ：Innovationプロセスに関与する多くのプレイヤーをコーディ
ネートできる人材が必要である。そのような資質・能力を備えた人材の発掘・
育成が必要である。
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さて、イノベーション振興政策、すなわちイノベーションの促進を目的とする
科学技術政策の立案が一国の政策担当者の関心事になってくると、実施したイ
ノベーション振興政策が旨く効果しているかどうかを評価し、その結果を分析
し、新たな政策立案に反映させることが望まれるようになる。しかしイノベー
ションの活性度を定量的に表す適切な指標は必ずしも得られていないのが現状
である。

この図は、Innovationの活性度を示す指標例として、1988年～1994年におけ
る各国の平均起業（開業）率を示す。
我が国は４％程度とOECD加盟国の中で最も低調であり、米国において活発な
ベンチャー企業が起こっていることと好対照である。
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開業率（起業率）とGDPとの間に相関が見られるので、開業率を「イノベーショ
ン指数」と見なしてもある程度妥当であるが、
企業内におけるイノベーションはこれでは表現できず、物足りなさは拭えない。
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科学技術政策・イノベーション政策の展開のために、EUではInnovation 
Scoreboardと言う指標が開発されており、
ＥＵが競ってイノベーション政策に取り組み、その政策効果をこの指標により
評価している。
この指標Innovation Scoreboardは、高等教育を受けた人数、生涯教育の度合い、
ハイテク企業数、公共のR&D投資、企業のR&D投資、EPOハイテクパテント数、
USPTOハイテクパテント数、ベンチャー企業数等から複合的に算出されている。

日本は、高等教育を受けた人の数、生涯教育の度合い、公共のR&D投資、企業の
R&D投資、EPOハイテクパテント数、USPTOハイテクパテント数のスコアが高く、結
果的にイノベーション指数は高い（縦軸）。改善度（横軸）は中位。

一方、マクロ指標である全要素生産性をもってイノベーション指数とする場合がある。

全要素生産性は、労働生産性や資本生産性のような個別の生産要素の生産性で
はなく、労働や資本を含むすべての生産要素を投入量とした場合の産出量の関
係を示したものであり、
全要素生産性（TFP）成長率＝付加価値額増加率－労働分配率×従業者数増加
率－資本分配率×有形固定資産増加率
である。
全要素生産性は、通常、「技術進歩率」と呼ばれており、イノベーションやそれによっ
て引き起こされる労働や資本の質的向上、経営の効率性などを反映したものと理解さ
れている。社会経済生産性本部では、わが国の上場企業について付加価値ベース
の全要素生産性を測定分析している（『上場企業の生産性分析』（２００１年７月）） 
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すなわち、イノベーションが活発に起こっているかどうかを示す良い指標はな
く、科学技術政策・イノベーション政策の展開に資する指標の研究開発が活発
に行われているが なお途上である。

参考文献

・“National Innovation Capacity” Michael Porter, Institute for Strategy and 
Competitiveness, Harvard Business School and Scott Stern, Northwestern  
University and Brooking Institution.

・“イノベーション総合指標の作成に関する調査”平成14年度産業技術交流調
査㈱東レ経営研究所

・European Innovation Scoreboard 2003 , European　Commission  
innovat ion : ,h t tp :// t rendchar t .co rd is . lu/scoreboard2003/html/
scoreboard_papers.html
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地域イノベーション現地訪問調査
―大阪・京都地区―

付　録
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地域イノベーション現地訪問調査　－大阪・京都地区－

訪問日時　2004.12.08-09

12.08 13:15-15:30　クリエイションコア東大阪（近鉄　東大阪線　荒本駅）

ゼネラルマネージャー　湖中 斉様、コーディネーター　吉井　稔様

16:00-17:00　㈶大阪科学技術センター

技術・情報振興部　副部長　八木嘉博様、副長　森山昌己様、事務局参与　伊藤千代治様

12.09 10:00-12:40　研究成果活用プラザ京都

館長　松波弘之様、事務参事　藤田泰様、技術参事　大嶋健様、事務局長　中村宏様、

科学技術コーディネーター　内田逸郎様、笹田滋様、河島俊一郎様、伊藤省二様

10:20-10:40　京大桂ベンチャープラザ　チーフインキュベーションマネージャ杉村均様

13:00-14:30　㈶京都高度技術研究所

事務局長　山崎徹朗様、　柴田雅光様

15:00-15:45　京都市産業観光局スーパーテクノシティ推進室

室長　白須正様、　担当課長補佐　馬屋原宏様

16:00-16:30　京都商工会議所

産業振興部　都市整備担当　課長　西田敏光様、　柴隆利様

訪問調査のまとめ

　イノベーションを活発におこす具体的な施策として地域クラスター創成が計画され、知的クラ

スター創生事業、産業クラスター計画、都市エリア産学官連携促進事業、地域コンソーシアムと

経済産業省、文部科学省を中心に共進的に事業が実施されている。地方自治体との連携もあり、

関連機関の重層的な取り組みは、この事業を成功させて、シリコンバレーのような活発な新産業

を生み出すクラスターを生み出したいという気概の表れであるとみなすことも出来よう。しかし

ながら、真の意味での地域クラスター創成というよりは、地域振興策の域を出ない地域、即ち自

律的なクラスター形成にはほど遠い事例も指摘されている。

　今回現地調査を行った東大阪地区、京都地区は、それぞれ地域の特色を生かして、クラスター

創成に向けて活発な活動が実施されている。実際、東大阪地区は、クリエイションコア東大阪や

㈶大阪科学技術センターを中心として、産業集積を基盤としてこれを地域クラスターに発展させ

る施策を、大学の集積する京都地区では研究成果活用プラザ京都、京大桂ベンチャープラザ、㈶

京都高度技術研究所、京都市産業観光局スーパーテクノシティ推進室、京都商工会議所 産業振

興部が知的集積を基盤としてこれを地域クラスター生成に発展させる施策に取り組んでいる。活

動の重点は、地域の持つ強みを活用しやすい環境作りにある。同時に、各地域においてここに参

集する企業、大学、中間機関に対してビジョンを与え、目標を明確にすることにも重点が置かれ

ている。また、研究開発から事業展開までの総合的な支援体制を整える中で、人の力を引き出し
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交流・結集できる仕組みが次第にできあがってきたという事も言える。そのなかで、地域クラス

ター創成事業成功の必要条件の一つは、これを推進する人、即ち、キーパーソン、コーディネー

ター、コンセプトクリエーターの存在であることもインタビューの中から感ぜられた。明確なビ

ジョンが地域諸機関／組織における知識創造の駆動力となり、人的ネットワークを介して知識創

造のスパイラルが向上しながら拡大することが地域クラスターにおけるイノベーションの生成に

とっても重要であろう。

　地域クラスターの形成は一朝一夕には叶わず、十年単位の年月が必要であろうが、今回訪問し

た二つの地区とも、地域クラスター形成事業は開始されてまだ数年である。単なる集積から、生

態系のごとく多要素間のインタラクションにより新製品が生み出すか、あるいは淘汰される真の

意味での自立的なクラスターを形成するまで、息の長い政策支援が必要であろう。

■クリエイションコア東大阪　http://www.m-osaka.com/jp/facility/
　技術力の高いものづくり企業が集積している大阪東部地域において、中小ものづくり企業のイ

ノベーションの促進を目的として、中小企業基盤整備機構の事業により東大阪市荒本北に整備さ

れた、ものづくりに関する総合的な支援施設である。経験豊富なコーディネーターが中心となり、

人と人、技術と技術を結びつけることで新たなビジネスチャンスの拡大を目指し、総合的な支援

施策を展開している。「常設展示場」 「ワンストップサービス」 「国際情報受発信機能」 「インキュ

ベート施設」の４つの機能に加え、産学官連携を核とした新事業創出センターとしての機能も有

している。

　今回、ゼネラルマネージャー湖中斉様、コーディネーター吉井稔様に本組織の目的や活動状況

について伺った。

　クリエイションコア東大阪は、中小企業基盤整備機構による27億円の国家プロジェクトとして

営まれ建物は機構が所有し、大阪府がこれを借り受けて運営している。これは、北館、南館から

なるが、北館は2003/8,南館は2004/08に竣工されている。北館には常設の展示場があり、府内も

のづくり企業の優れた技術や製品が現物やパネル展示等により展示され、情報発信により販路拡

大や事業発展が期待されている。また、大阪府、東大阪市、商工会議所の三者びNPOが１階に

ワンストップサービスセンターを設け、事業をサポートしている。連合体による運営であるが、

比較的うまく運営されており、地方財政の逼迫する中で、大阪府の期待は大きい。また、産学連

携の窓口として大学がここへ出てきているので、より広域の連携が期待される。これは東大阪の

産業集積が、大学側に期待されていることを示すものである。

　本機関の重要な活動に、「ビジネスマッチングサービス」があるが、これを実行するコーディネー

ターは技術７名、海外取引４名、特許流通１名、ベンチャー支援２名、ＩＴ２名、産学連携１名

の総勢17名であり、幅広いネットワークを持ち様々な分野に精通したコーディネーターが、 企業

のニーズに応じたアドバイス、サポートを実施致している。

　クリエイションコア東大阪ゼネラルマネージャー　湖中斉様によれば、ここが稼働してから

数ヶ月であるので、成果はこれからであるとの事であるが、東大阪は地方にある企業城下町と異
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なって非常に多様性を有した産業集積地域であり、この多様性が強みである。しかしながら、企

業主どうしの知り合いは限られているので、もっと連携を活発にして「競争と協調」を企画した

いとのことであった。実際、東大阪地区には、地域の喫茶店を中心に交流する企業家グループが

あるが、その交流範囲は、核となる喫茶店の周辺に限られる場合が多く、このようなグループが

多く在るとのことであった。このような事情に鑑みて、クリエイションコア東大阪は交流会を企

画したり実際に作業のできる場所を提供している。東大阪の企業主は一社で戦って行ける時代で

はないと言うことは判っているで、連携し事業をすると言うことを具体化する「場」をここに用

意するというスタンスで事業を行っている。しかしながら、「何かどうかしよう」という意識が

ないと「出会いの場」は有効に働かない。即ち、「イノベーションをせないかん」という動機付

けが重要で、いかにしてクリエイションコアすなわち「イノベーションの場」に惹きつけるかと

いうことに腐心している。

会議室でお話を聞いている所。右手奥から湖中GM, 吉井コーディネータ

　－どの様な「場」－をめざしているか？

　産学官で「場」をつくるのであるが、ここでは中小企業に絞っており、ターゲットは中小企業

である。巧みの技を先端技術に生かす事を願っている。そのためには、オーナー自身、イノベー

ションに目覚めてもらう、

　－中小企業のオーナー社長はマーケットを見ているか－

親会社との関係を強めてマーケット情報を得るということがある、この地域のオーナーは技能で

専門に深化している。

　－新しいアイテム・商品についてはどうか－

　この地域には、横受け制度があり、地域の喫茶店で試作等の話が出ると、得意な分野の分担、

即ちネットワーク分業により仕事が請け負われるのである。この地域では、一棟に４，５社入る

貸し工場が500工場もあり、ネットワーク分業を支えている。

　しかしながら、この地域は、アウトソーシングには向いているが、アッセンブラーが居ない。
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アッセンブラーの育成はなかなか難しい、中心となる企業が無いというのが悩みである。また、

オーナーは独立心が高く、気に入らないならば仕事を受けないという事もある。

　－事例－

　0.137ccのロータリーエンジンの試作依頼があった。はじめＭＩＴに依頼が行ったが完成でき

ず、東大阪に試作依頼が来た。もともと治具制作を行うオーナー企業が引き受け、仕様を満足す

る物を完成させた。今は、模型のヘリコプターロータリーエンジンで儲けている。

　－気質－

　この地域では、独特の技術者気質があって、表に出ようとしない。引っ張り出すのも難しい場

合がある。また、営業活動も嫌がる、現場が良いと言うことである。一方、河内の人は寛容であ

る。東大阪で請け負った仕事が、大田区へ行っているものも多い。

　また、奈良や三重のハイテクパークへ進出した場合でも、東大阪へ戻っている例も多い。

　－地域コミュニティー形成－

　異業種交流会（22交流会556社）を立ち上げたが、そこでは、シーズ、技術ばかり出てくるが、

ニーズは話されない。水面下で話が出て、うまくいったら出てくる。女性経営者の集まり「かが

やきネット」等が組織された。このような交流会は、地域コミュニティーの形成に役立った。こ

のようなコミュニティーに産学連携交流会の案内を出すと出席率が高い。しかしながら、やる気

ある人だけがこのような動きに積極的であり、やる気の無い中小企業にいくら働きかけても乗っ

てこない。

　－産業集積構造の変化－

　この地域の産業集積構造は、縦、即ち大企業の下請けとしての関係と、横、即ち、横受けと呼

ばれる自社では無い技術を他社に依頼して相互に技術を融通し合う関係があった。現在、縦の関

係が崩壊しつつある。それは、大手企業が中国などへ生産地をシフトしているからである。今ま

での東阪地区は、物作りの為の産業集積地であった。そして、これは大企業が支えてきた。今の

うちにクラスターへ改変をしなければならないと思っている。クリエイションコア東大阪には大

学が13入っているが、まだ模索の段階で、クラスター形成に向けての全体像は見えてきていな 

い。この地区で、100社くらいは産学連携を実行している、産総研を入れるともっと多いはずで

ある。国内で調達される部品、部材、あるいは、加工・処理はハイテクな物が求められ、要求精

度は益々高まっている。たとえば、一般的なメッキ処理は衰退し、特別なメッキ処理では活況を

呈している。

　－推進役－

　セミナーを企画実行してみたが、連続したセミナーにはなかなか出席者が得られていない。出

席者が回を負う毎に減少する。目先の仕事に追われるという現状がある。この地区には個人企業

の持つすばらしい技術があるが、それを束ねてプロジェクトを推進するという推進役、即ち核と

なるキーパーソンが是非とも必要である。

　－市場についての情報－

　この地域は、完成品を作るところが少ない、工具（モンキー、ハンマー、レンチは日本一の生
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産量である）造る方も売れるという情報が欲しいのである、そこで異業種交流でマーケットを知っ

ている人からの情報が欲しいのである。シーズは必要条件であるが、ニーズ側から見ることが絶

対必要である。クリエイションコア東大阪には、販路開拓コーディネーターもいる。また、マー

ケット志向の経営者はまだ少数であるが、オーナーが営業を実施するとメシの種を拾って歩く。

この地区8000社のうち、シェアNo. １の会社が100社もあるのも事実である。

小型人工衛星を組み立てるクリーンルーム
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　－まとめ－

　個々の技術力は高い専業中小企業の集積地である東大阪地区においては、従来から、縦と横の

関係が構築され、大企業のマーケティング力、企画力とそれを実現する要素技術力が発揮され、

物づくり日本を支えてきた。大企業が中国等へ生産地をシフトする影響を受けて、現在、この地

域の中小企業は独自性、先進性のある企業のみが生き残る淘汰の中に置かれていると言えよう。

この機会を捉えれば、産業クラスターへの構造転換のチャンスともなり得るとも考えられ、産学

連携、異業種交流をはじめ様々な知的交流の「場」を提供するクリエイションコアの果たす役割

は重要である。同時に、この地域に於いても新商品の企画を行いプロジェクトを牽引するコンセ

プトクリエーターやアントレプレナーシップを有した推進役は渇望されており、このような人材

の投入によ、東大阪地区が競争力のある産業クラスター地域へと速やかに発展するのではないか

との印象を持った。
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■㈶大阪科学技術センター　http://www.ostec.or.jp/
　産・学・官の連携による先端科学技術の研究開発を推進するとともに、今日の重要な課題であ

る地球環境問題への対応としてエネルギー・環境技術開発に取り組んでいる。また、国内外の社

会経済環境が大きく変化する中、近畿圏域の再活性化をめざし地域・産業活性化基盤整備に向け

た活動を行っている。具体的には、

・関西ナノテクノロジー推進会議 

・CO2対策部会 

・燃料電池部会 

・アドバンスト・バッテリー技術研究会 

・電磁界調査研究 

・地球環境技術推進懇談会 

・大阪ベイエリア・都市再生部会 

・ものづくりクラスター協議会 

・情報通信部会 

・住宅産業フォーラム21 

・金属系新素材 

・研究開発系委託事業  

・都市エリア産学官連携促進事業「ナノ構造フォトニクス」

である。

　イノベーション横断プロジェクトの説明および中間まとめについて報告を行った。これを受け

て、自由な議論が交わされた。以下に、この議論内容を記載する。

・イノベーションの定義は魅力的である、成功を収めて産業にしないと駄目である。大学の先生

は原理を確認してしまうと、あとは企業に「よろしく」というのが多い。

－＞大学の先生は、産業化を目標としている人は少ない。知の創出として論文ができればよいと

言う人がまだ多く、企業人との交流ができない人がいる。産業に役立つという考えと、基礎とい

う考えを区別して扱わなければならない。基礎研究もイノベーションもというと地方大学はなか

なか難しい。

・平等では駄目で、地域の特徴を生かし、発揮するようにしなければならない。教育の為の大学

があっても良い。公共投資と同じ考え方では駄目である。大学の機能として、研究、研究と言う

けれども、教育は重要である。また、地域密着研究もあるはずである。

・技術移転部門と話をした。独立行政法人化後は成功がセクション毎に捉えられるようになって

しまった。どうも、基礎研究の上流から技術移転の下流まで全体を見ていない。一例として、

JSTの特許を持っているスタートアップ企業の買収の話が出た際、買収に対して否定する。研究

支援、事業化支援等のサポートについても、一旦サポートを受けたテーマは次にはサポートしな
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い、公平性を保つ上でそうなっている。

特許取得－＞展開試験－＞委託開発は有機的に連携して一気通貫で行わないと成功に結びつかな

い。研究成果活用プラザのテーマでも一気通貫をめざしている。

－＞JSTのリソースをまとめれば良いことができるはずである。

・横断的な連携をやって皆で協力することが大切であろう

－＞そうなるとリーダーシップが必要、

お金だけでなく、知、頭を使ってやらないと、

・出口（ニーズ）志向の研究だけで良いかという議論もある。

・出口志向と言いながら、「もんじゅ」は失敗しているので、センシティブである。戦略的創造

研究推進事業と言いながら、基礎研究を志向している。ダーウィンの海の左岸までたどり着けば

良しということもある。

・野依先生は雇用を創出することが大切であると言われる。発明のロイヤリティー収入は微々た

るもので、これの大小で成功をうんぬんできない。

・関西空港、けいはんな学園都市の計画もここ（大阪科学技術センター）が作った。ここは旨く

人を使っている。CRDSも存在価値を示すように頑張って欲しい。自治体からも出向してもらえ

ばよいのではないか

・CRDSは現場に密着していると言うことが強みであろう。現場とは研究シーズ側であるが、今回、

現場を訪問して刺激があった。地域の要望、事情が直接感ぜられた。

■研究成果活用プラザ京都　

　地域事業推進室、平成15年度補正予算で整備された。京都市もテコ入れし、融資をいただいて

いる。大学だけでは産業との接点が少ないので、Ｒ＆Ｄ企業の進出に期待している。本施設のミッ

ションはコーディネーションである。交わりの場（サロン、セミナー室）を設定し、公募研究を

募っている。
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　－公募研究－大学＋企業のチームで応募することが条件である。

　採択されると、ラボを貸与、ポスドクを一名（JSTが雇用）配属し、3000万円／年の研究費で

２～３年実施することになる。JSTは500億円程度の基礎研究事業を行っているが、成果が近い

と思われる研究を加速することが、研究成果活用プラザの使命である。この事業は僅か32億円程

度である。プラザ京都ではコーディネーターを昨年12月公募した。また、研究テーマは、６件を

採用した。半期で総予算１億円の研究予算である。

　期間は、原則３年、

　成果は、３年後に企業に特許がライセンシングされて商品が出るというのが最良、

　さらに追加の３年間研究開発してライセンス供与、実用化となれば良い。

数値目標の達成をかなり意識しているが、そればかりではなく、もっと長期的視点で見れば、

研究者がここに集まって来るという「場」になるように運営したい。

・　応募条件はグループ（大学＋企業）で基本特許があること。実用化後は、特許権の半分を

JSTの帰属とするということである。また、ランニングロイアリティー４％をいただく。こ

の条件であると、大手からは受けにくいと言うことが言われる。

　－インセンティブについて－

　大学院重点化を挙行すると、２割程度、大学院でのスペースが増えるはずであったが、実際は

増えていない。また、産学連携を実行しようとすると、学生ではなくポスドクが必要であるが、

大学の一研究室では確保は容易ではない。部屋があって、ものが動いて、支援をうけられる研究

成果活用プラザは、大学の先生にとってかなり大きなインセンティブになるのであろう。また、

プラザのコーディネーターがPO的なことをやっており、これも魅力的ではないだろうか。

　－コーディネーターから－

・　企業にはできないことを省庁がやって欲しい。どこまでコーディネーターが（プロジェクト

に？）入れるかと言うことが成功に導く鍵である。

　－成功について－大学との連携における「成功」を、単に収入と言う事だけで評価したのでは
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大学の良さを損なう。

　－予算－コンパクトであっても集中投下できればその額はそこそこでも良いのではないか、額

が問題になっているということは少ないのでは、

－＞（コメント）ゼロからのスタートではなく、インフラは大学が持っているし、１億も２億も

必要なテーマは、別のファンドにアプライするであろう。2000万円のなかから、ポスドクが一人

雇えて、残り1300万円は設備でも経費でも、という予算である。

・創薬は大変長いインターバルを必要とする。現在実施しているバイオインフォマティクス関連

のテーマは、サイエンスとしても高い独創性を有するテーマである。テクノロージーとして良い

ものであれば、大手製薬会社がライセンスを取りに来るであろう。それなら、３年でも成功に到

達することができると思う。

　「フォトンクラフト」は研究者11人、四社共同のテーマであるが、生体に適合したインタフェー

スを造るというならば、三年で行けるのではないかと考えている。

　－イノベーションについて－ベンチャーを意識している様であるが、企業サイドは大企業を考

えないと日本ではうまくイノベーションを起こせないのではないだろうか、

　－＞大企業におけるイノベーションも重要であり、これも視野に入れている。

　メガファーマーでは、ベンチャーを買収したり、あるいはメガファーマーからスピンアウトし

たりと、出たり入ったりしながらイノベーションが起こっている。

　－テーマは光るところが一つあれば良いのではなかろうか。プロトを作って、ライセンシング

というビジネスモデルが最も妥当なところではないか、

　－海外企業が今実施しているテーマの成果を欲しいと言ってきたらどう対応するのか？ポリ

シーは？

　－＞JST全体のポリシーにおいて考えることである。プラザ単独では判断できない。
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■中小企業基盤整備機構　京大桂ベンチャープラザ　http://www.kkvp.jp/
　京都大学と連携して起業家を支援する京大桂ベンチャープラザは、大学の知の財産とも言うべ

き研究成果の事業化を目的とし、産学官連携の強化、地域産業の技術の高度化、新事業の創出・

育成をサポートするインキュベータである。京都大学桂キャンパスに隣接しており、起業をめざ

す大学の研究者や学生、大学と連携して研究開発を行う企業を対象とした実験・オフィス兼用の

居室も備えた賃貸型施設であり、インキュベーションマネジャー（事業化支援スタッフ）が常駐

し入居者の方々が事業目的を一日も早く達成（当施設を卒業）されるのを京都大学国際融合創造

センター、京都市高度技術研究所をはじめとする外部の機関・制度・人材と密接に連携しながら

サポートする。入居対象者は

①自らの研究成果を基にした起業を計画している大学等の研究者、そのグループ

②大学等との産学連携により起業を計画しようとしている個人、グループ

③大学等の研究者が創業したベンチャー企業

④大学等の研究成果をもとに創業したベンチャー企業

⑤大学等の研究者と共同研究を行っている、あるいは大学等の研究者から技術上の指導を受けて

いるベンチャー企業、中小企業

⑥大学等との共同研究を計画し第２創業を目指す中小企業

※研究者は、教授、助教授、講師、助手、ポスドク、大学院生、大学生、研究員である。平成15

年度の財政投融資により出資され、他に東大柏ベンチャープラザが整備されている。

　自治体から人材を得て、スタッフが常駐し支援を行う。

　12月中旬に入居者が揃うとのことであり、見学時はまだスタッフだけであった。

　この事業に対して、京都市の姿勢はすばらしいものがある。また、金融も積極的である。但し、

まだまだ中小企業側の敷居は高い。そのような状況下にあって、堀場製作所の会長は、京都では
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その地位が高いにもかかわらず非常に熱心に支援されている。京都市の「目利き委員会」の委員

でもあり、後進の指導に熱心である。

 京大桂ベンチャープラザ中庭

　京都では、起業し成功した企業が、起業支援に熱心であり、京都市、京都の地場の金融機関の

熱心さもあって、新産業クラスターが成長しつつあると言えよう。

■㈶京都高度技術研究所　http://www.astem.or.jp/

　産・学・公の連携により研究開発・新産業創出を支援する機関である。
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　知的クラスター創生事業注１）はここで所管されている。

注１）知的クラスター創生事業　：先進的なナノテクノロジーの開発を行っている京都大学・京

都工芸繊維大学・立命館大学の3大学が連携し、地元京都のユニークなハイテク企業群と「ナノ

テクノロジーの事業化」を合言葉に共同研究を行うことで、ナノ基盤技術、新素材、新デバイス

の開発を行い、「ものづくり京都」の活性化を目指す。ナノテクノロジー研究に対して共通性が

高い先端的研究設備を集中管理し、共同利用することで、産業界への技術移転を推進する。

財団法人京都高度技術研究所を中核的支援機関と設定し、市内の11の産業支援機関、団体を新事

業支援機関として位置づけるとともに、大学・中核企業・経済団体・産業支援機関等との有機的

な連携を図るなかで、中小企業者や創業者に対して、研究開発から事業展開に至るまでの各段階

に応じて、技術開発面 ・人材育成面・資金調達面での適切な支援を提供する総合的支援体制を

構築し「京都市地域プラットフォーム」を形成している。
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■京都市産業観光局スーパーテクノシティ推進室　
http://www.city.kyoto.jp/sankan/super/

スーパーテクノシティ構想：
京都にある伝統産業から先端技術産業に至るまでの世界的レベルの技術、技能、研究成果、ビジ

ネスモデルなどを基礎に、バイオ、環境、ナノテクノロジーなどの分野を融合し、新たなものづ

くりを創発して行こうとするものである。こうしたシステムをもつ「スーパーテクノシティ」の
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構築により、新事業創出、ベンチャーの起業、京ものブランドの創造が連鎖的に促され、活力あ

るまちの実現を図っていこうとするものである。

具体的には、

　創業・新事業創出，第二創業への支援

　魅力ある立地環境の整備

　新規成長分野への支援

　産学公連携促進～大学発ベンチャーの育成～

　伝統産業の新たな展開

である。

構想の推進を通じて達成すべき具体的な数値目標として，以下の５つを掲げている。  　

■　起業家が羽ばたくまち

　　　　開業率：10%／年（2010年）

　　　　　　　　　＊2.3%（平成３～８年実績）

■　イノベーションが創造されるまち

　　　　大学発ベンチャー企業：200社（2010年まで）

　　　　　　　　　＊経済産業省が３年間で1,000社に達することを目標

■　企業価値が向上できるまち

　　　　オスカー認定企業：100社（2010年まで）

　　　　　　　　　＊企業価値創出支援制度（平成14年１月創設）による認定企業

■　オンリーワン企業が育つまち

　　　　目利き委員会Aランク認定企業：100社（2010年まで）

　　　　　　　　　＊29社認定（構想策定時）

■　人の力がいかされるまち

　　　　シニアベンチャークラブ：1000名（2010年まで）

　　　　　　　　　＊地域プラットフォーム事業として，

　　　　　　　企業退職者等を支援人材として育成（約300名加入）

■京都商工会議所　産業振興部　http://www.kyo.or.jp/kyoto/index.shtml

・京都の産・学・公の連携推進のため産学公連携機構を立ち上げ。事務局を京都商工会議所

内に設置。

・ホームページを立ち上げ、情報交換を促進。
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・京都は地場産業、先端産業で性格、構造が異なり、大学も先端技術志向（京大）と地場産

業型（京都工芸繊維大）と性格が異なる。これらの間をつなぐのが狙い。

　産学公連携機構は、京都における産・学・公のあらゆる機関が相互に情報を共有しながら、連

携協働を進めるための基盤として、平成15年２月19日に設立された組織である。
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⑴　産学公連携体制（オール京都体制）の基盤強化 

　構成団体の交流・連携を通じて相互信頼関係を高め、京都における産学公連携体制の一層

の強化を図る 

⑵　産学公連携事業に関する情報共有、情報発信 

　産学公連携推進に向けた地域資源の結集を図り、情報の共有に努めるとともに情報発信機

能を強化する。 

①ポータルサイトとしてのホームページの充実・情報提供 

　産学連携に関する各種情報を一元的に発信する京都の総合的なポータルサイトとして、 

構成団体との連携を図りながら情報発信の強化に努め、コンテンツの充実を図る 

②メールマガジンの発行を通じた各種情報発信 

　産学公連携に特化した情報発信ツールとして、イベント情報や助成金等の公募情報を満

載したメールマガジンを発行する（毎週） 

③各種プロジェクトの情報収集・提供 

　国・関係機関との連絡を密に行い、進行中プロジェクトの状況把握や助成金等の公募情

報の収集に努め、 関係者への情報提供を行う 

⑶　産学公連携事業の推進 

①「産学連携コーディネータ交流会」の開催 

　大学等の技術シーズを把握し、企業との共同研究や技術開発の仲介を行う「産学連携コー

ディネータ」のネットワーク化を図り、相互交流・情報交換を行うことによって、円滑な
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コーディネート活動を促進・支援する 

②文理融合・文系産学連携促進事業の実施 

　京都の総合力を活かした取り組みとして、文理融合、または文系分野において新たに発

足する研究会に 助成金を交付することにより、具体的な研究会活動の創出を促し、その

活動を支援するとともに、 研究開発プロジェクトや事業化へのステップアップを促進する 

③提案型産学連携促進事業 

　既存事業の合同・連携による新展開や、新しいコンセプト・テーマの事業、オール京都

で取り組むべき新たな事業など、産学連携をより活発かつ効果的に行うことを目的に構成

団体が行う事業に対し、 本機構が構成団体間の調整や助成等の実施支援を行う 

④第３回京都産学公連携フォーラムの支援 

　オール京都の取り組みとして京都工業会を中心に開催されている第３回京都産学公連携

フォーラムを支援する。  

⑷　産学公連携に関する調査・提言・要望等の活動 

①産学公連携への取り組みに関する調査の実施（更新） 

　構成団体における産学公連携への取り組み状況を調査・把握することによって、 情報を

共有し、今後の事業活動への活用を図る 

②その他産学公連携に関連する調査等 

　京都における大学発ベンチャー・学生ベンチャーの情報収集を行い、データベース化を

図る 

⑸　国・関係機関等との連携 

・文部科学省、近畿経済産業局 

・知的クラスター創成事業との連携 

　「京都ナノテク事業創成クラスター」 

　「ヒューマンエルキューブ産業創成のための研究プロジェクト」 

・構成団体との連携（主催事業への協力＜共催・後援＞） 

・その他関係団体との連携 
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